
 

第２ 従事者調査 編 

１ 調査の概要 

  指定管理者制度導入施設の全従事者を対象に、以下のとおり調査を実施した。 

（１） 調査の目的 

   現場で働く従事者が感じている業務の改善点のほか、働きやすさや仕事のやりがいなど、指定管理

者制度導入施設に従事する従事者の状況を把握することを目的とした。 

（２） 調査項目 

   勤務内容・経験/就業形態/労働環境/職場の課題・改善点/働きがいなど計５１項目 

※詳細は巻末の資料編に記載 

（３） 調査の対象及び回答者の割合 

区から指定管理者に対して、従事者に調査を実施する旨を周知するよう依頼をした。 

なお、周知の対象となる従事者は、杉並区内の指定管理施設で従事している全従事者９８７人（雇用

形態は問わない）とし、指定管理者を経由せずに、各従事者が、自らのスマートフォン等からLogoフ

ォーム（アンケート回答フォーム）に回答できる仕組みとした。 

 

   回答数 ２９９件  全従事者に対する回答者の割合 約３０.３％ 

【図表２－１ 調査回答率】 

 全従事者数 回答者数 回答者の割合 

集会施設 1４３人 95人 ６６．４％ 

スポーツ施設 ４４４人 56人 １２．6％ 

図書館 １９１人 93人 ４８．７％ 

保育園 11３人 31 人 ２７．４% 

その他の施設 ９６人 21 人 ２１．９％ 

不明 ― 3 人 ― 

合計 ９８７人 299 人 3０．３％ 

 

（４） 調査実施期間 

令和４（2022）年１２月１日から１２月２１日まで 

(５)用語の定義 

  ・正社員 

   事業者と直接雇用関係のある従事者で雇用期間の定めがない従事者のうち、正社員とされている者 

  ・パート 

   常用従事者のうち、フルタイム正社員より１日の労働時間が短いか、１週間の労働日数が少ない者 

  ・アルバイト 

   雇用期間の定めのある従事者 

  ・契約社員 

   専門能力の発揮を目的として雇用期間を定めて契約する者 

  ・嘱託社員 

   定年退職者等を一定期間再雇用する目的で雇用する者 
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２ 調査結果の主なポイント   

  従事者調査の結果から確認できた事項について、主なポイントを以下にまとめた。 

 

〔現状〕 

〇 杉並区に居住する従事者は正社員が４１％、正社員以外が59％であった。従事者の女性割合は７

４％であり、正社員以外の女性の割合は５４％、正社員以外の５０歳代以上の女性の割合は３５．

７％であった。こうしたことから、正社員以外の従事者は、比較的高齢層の女性の割合が多いことが

推測される。 

〇 正社員以外の従事者が現在の就業形態を選択している理由として、「通勤時間が短い」とした人

が４１．３％、「自分の都合のよい時間に働ける」とした人が３４．１％であった。また、正社員以外の従

事者の７４．４％が「現在の就業形態で続けたい」としている。こうしたことから、杉並区の指定管理

施設の正社員以外の従事者は、現在の就業形態で、自分の都合の良い時間帯での勤務を望む傾

向にあることが推測される。 

〇 従事者の８２．５％が「希望する日に休みがとりやすい」と感じ、72.3％が「職場での悩みなどを会

社内で相談しやすい」と感じていることが確認できた。また、総合評価として働きやすいと感じる従

事者は７９．３％であった。こうしたことから、従事者にとって、指定管理施設は働きやすい職場であ

ることが推測される。 

〇 従事者のうち６５．４％が「自分または他の従事者が提案した課題や改善点が現場で活かされてい

る」と感じていることが確認できた。また、７０．４％の従事者が「自律的に働ける」と感じ、７４．４％の

従事者が「仕事にやりがいを感じている」ことが確認できた。 

〇 顧客等から著しい迷惑行為（いわゆる「カスタマーハラスメント」）を受けた経験がある従事者の割

合は、２９．１％と高い割合であることが分かった。 

 

〔課題〕 

〇 指定管理施設では、正社員以外の従事者が良質で持続時可能なサービスの要であることが分か

った。そのため、従事者が求める働き方で、安心して働くことができる環境を整え、従事者の知識や

経験を蓄積することで、さらに満足度の高いサービスの提供につなげることが必要である。 

〇 従事者の多くは働きやすく、やりがいのある職場と感じていることが分かったが、このように感じる

従事者の割合を高めて行かなくてはならない。 

〇 顧客等から著しい迷惑行為（いわゆる「カスタマーハラスメント」）は、指定管理者の内部努力でそ

の全てを防止することは困難だが、こうした現状を区と指定管理者で共有したうえで、連携して取り

組むことが重要である。 
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３ 調査結果 

  従事者調査を通じて、次の状況が明らかになった。なお、今回の調査に回答した従事者の状況をまと

めたものである。 

  また、回答した従事者を特定しない意図から、施設種別ごとの集計は行っていない。 

 

※「回答しづらい場合は無回答も可」のため、回答数は回答者数と一致しないものがある。 

※小数点第二位を四捨五入しているため、内訳の和が１００％と一致しないものがある。 

 

３－１ 従事者の基本状況 

  調査結果から、指定管理者制度導入施設の従事者の基本的な状況として、次の事項が確認できた。 

女性の従事者は、従事者全体の７４％を占めている。正社員以外の女性の割合は、正社員の女性の割

合より約９ポイント上回っていることが確認できた（図表２－２－①）。また、正社員以外の女性の割合は、 

５４％であることが確認できた（図表 2－2－②）。 

 従事者の居住地は、約半数の従事者が杉並区だった。正社員では杉並区居住の従事者は２５.9％に留

まるが、正社員以外の杉並区居住の従事者は、５９％と正社員の割合を大きく上回っている（図表２－３）。 

 全従事者の年齢構成をみると、４０代、５０代の従事者が従事者全体の４９．８％となっている。５０代以

上の従事者は、正社員が２２．２％であるのに比べ、正社員以外は６０．３％と年齢層が高いことが確認で

きた（図表２－４－①）。また、正社員以外の５０代以上の女性の割合が３５．５％であった（図表２－4－②） 

    

 

 

 

  

 

 

 

                               

 

 

 

 

 

【図表２－２－② 従事者の性別割合】 

23.8％（50人）

32.5％（26人）

26％（77人）

76.2％（160人）

67.5％（54人）

74％（219人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=210人）

正社員

（n=８０人）

従事者全体

（ｎ＝２９６人）

【図表２－２－①従事者の性別比較】

男性 女性

8.8％（26人）

18.2％（54人） 16.9％（50人） 54％（160人）

2％（6人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正社員の男性 正社員の女性 正社員以外の男性 正社員以外の女性 未回答

（ｎ＝29６人） 
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59％（124人）

25.9％（21人）

50.3％（149人）

41％（86人）

74.1％（60人）

49.7％（147人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=210人）

正社員

（n=81人）

従事者全体

（n=296人）

【図表２－３ 従事者の居住地】

杉並区 杉並区以外

11.3％（24人）

17.3％（14人）

12.9％（38人）

9％（19人）

24.7％（20人）

13.2％（39人）

19.3％（41人）

35.6％（29人）

23.7％（70人）

27.8％（59人）

19.8％（16人）

26.1％（77人）

25％（53人）

1.2％（1人）

18.3％（54人）

7.5％（16人）

1.2％（1人）

5.8％（17人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=212人）

正社員

（n=81人）

従事者全体

（n=295人）

【図表２－４－① 従事者の年齢構成】

30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代以上

2％（6人）

6.8％（20人）

4％（12人）

14.2％（42人）

7.8％（23人） 9.1％（27人）

35.5％（105人） 18.2％（54人）

2.4％（7人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【図表２－４－② 従事者の年齢構成割合】

正社員の50代以上の男性 正社員の50代未満の男性 正社員の50代以上の女性

正社員の50代未満の女性 正社員以外の50代以上の男性 正社員以外の50代未満の男性

正社員以外の50代以上の女性 正社員以外の50代未満の女性 未回答

（ｎ＝29６人） 
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３－２ 就業形態の状況 

 調査結果から、就業形態別の従事者の状況は次の事項が確認できた。 

従業員のうち、正社員以外が７２．３％と多くを占めている。就業形態では、パートの人数が従事者全体

の３６．６％と最も多くなっている（図表２－５）。 

アルバイトを除く就業形態で、女性の比率が高くなっている。特にパートでは９１.6％が女性と突出して

いる（図表２－６）（図表２－７）。 

年齢構成をみると、パートは５０代以上の割合が75.６％であり、他の就業形態と比べ、年齢構成が高

いことが分かった（図表２－８）（図表２－９）。また、パートは 3年以上勤務の割合が５０．５％、１０年以上

勤務が２１．５％であり、他の就業形態と比べ、勤続年数が長い傾向にある（図表２－10）（図表２－11）。 

 従事者の居住地については、勤続年数が、３年未満までは、杉並区以外に居住する従事者が多く、勤続

年数が３年以上になると、杉並区に居住する従事者が多くなっている（図表２－12）。 

 こうしたことから、５０代以上の女性がパートとして長く勤務していることが分かった。また、杉並区在住

者が長く勤務する傾向にある。 

 

 

           

8.9％（26人）

18.8％（55人） 36.6％（107人）

12.7％（37人）

20.2％（59人）

2.1％（6人）

0.7％（2人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【図表２－５ 就業形態別の勤務割合】

正社員（管理監督者） 正社員（管理監督者以外） パート

アルバイト 契約社員 嘱託社員

その他

1人

3人

18人

20人

9人

19人

8人

1人

3人

41人

17人

98人

36人

18人

0人 20人 40人 60人 80人 100人

その他

嘱託社員

契約社員

アルバイト

パート

正社員（管理監督者以外）

正社員（管理監督者）

【図表２－６ 就業別男女別人数】

男性 女性

（ｎ＝292人）

（ｎ＝292人） 
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50.0%

50.0%

30.5%

54.1%

8.4%

34.5%

30.8%

50.0%

50.0%

69.5%

45.9%

91.6%

65.5%

69.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

嘱託社員

契約社員

アルバイト

パート

正社員（管理監督者以外）

正社員（管理監督者）

【図表２－７ 就業形態別男女割合】

男性 女性

（ｎ＝292人）

9人

11人

2人

12人

2人

7人

2人

7人

15人

5人

2人

15人

7人

17人

19人

10人

3人

13人

7人

39人

8人

8人

12人

6人

32人

1人

1人

1人

4人

10人

1人

0人 20人 40人 60人 80人 100人

嘱託社員

契約社員

アルバイト

パート

正社員（管理監督者以外）

正社員（管理監督者）

【図表２－８ 就業形態別年齢構成】

30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代以上

（ｎ＝288人）
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15.8%

29.7%

1.9%

21.8%

7.7%

12.3%

5.4%6.5%

27.3%

19.2%

33.3%

26.3%

18.9%

15.9%

34.5%

38.5%

50.0%

22.8%

18.9%

36.4%

14.5%

30.8%

21.1%

16.2%

29.9%

3.8%

16.7%

1.8%

10.8%

9.3%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

嘱託社員

契約社員

アルバイト

パート

正社員（管理監督者以外）

正社員（管理監督者）

【図表２－９ 就業形態別年齢割合】

30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代以上

（ｎ＝288人）

4人

3人

3人

3人

1人

2人

5人

2人

1人

6人

14人

8人

6人

5人

16人

3人

22人

16人

6人

1人 6人

3人

15人

6人

3人

1人

3人

3人

9人

6人

4人

2人

12人

8人

22人

11人

6人

2人

11人

1人

22人

5人

1人

0人 20人 40人 60人 80人 100人

嘱託社員

契約社員

アルバイト

パート

正社員（管理監督者以外）

正社員（管理監督者）

【図表２－10 就業形態別勤続年数の人数】

3か月未満 3か月～6か月未満 6か月～1年未満

1年～2年未満 2年～3年未満 3年～5年未満

5年～10年未満 10年～20年未満 20年以上

（ｎ＝28９人）
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6.9%

8.1%

2.8%

5.5%

3.8%

5.4%

4.7%

3.6%

3.8%

10.3%

37.8%

7.5%

10.9%

19.2%

27.6%

8.1%

20.6%

29.1%

23.1%

16.7%

10.3%

8.1%

14.0%

10.9%

11.5%

16.7%

5.2%

8.1%

8.4%

10.9%

15.4%

33.3%

20.7%

21.6%

20.6%

20.0%

23.1%

33.3%

19.0%

2.7%

20.6%

9.1%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

嘱託社員

契約社員

アルバイト

パート

正社員（管理監督者以外）

正社員（管理監督者）

【図表２－11 就業形態別勤続年数の割合】

3か月未満 3か月～6か月未満 6か月～1年未満

1年～2年未満 2年～3年未満 3年～5年未満

5年～10年未満 10年～20年未満 20年以上

（ｎ＝28９人）

0人

17人

27人

10人

21人

40人

19人

5人

8人

1人

24人

35人

16人

15人

25人

20人

5人

6人

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人

20年以上

10年～20年未満

5年～10年未満

3年～5年未満

2年～3年未満

1年～2年未満

6か月～1年未満

3か月～6か月未満

3か月未満

【図表２－12 居住地と勤続年数】

居住地が杉並区（n=147人） 居住地が杉並区以外（n=147人）
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３－３ 現在の就業形態に対する意識 

就業形態に対する考え方等について、厚生労働省調査（「令和元（２０１９）年就業形態の多様化に関す

る総合調査」以下「元年国調査」という。）との比較で、杉並区の状況を確認した。 

※元年国調査の調査対象 

個人調査対象：36,527 人（５人以上の常用労働者を雇用する事業所から無作為抽出） 

回答数：23,521 人 回答率：64.4％ 

元年国調査の対象は、すべての業種にわたっており、区の指定管理施設に限定した調査と単純比較

することはできないが、その点を留意した上で、区の指定管理施設で従事する従事者の就業に関わる意

識の特徴を見ていく。 

正社員以外の従事者が、現在の就業形態を選んだ理由を元年国調査と比べると、「通勤時間が短いか

ら」は、区調査では４１．3％、元年国調査では２３．１％と区調査が約１８ポイント高い結果だった。また、「家

計の補助、学費等が得たいから」は、区調査では１６.1％、元年国調査では２７.5％であり、区調査が約１１

ポイント低い結果だった（図表２－13）。 

働き方の希望を元年国調査と比べると、杉並区調査では、「現在の就業形態を続けたい」が約１０ポイン

ト高い一方、「正社員に変わりたい」は約１９ポイント低くなっている（図表２－14）。 

正社員及び正社員以外の従事者ともに、元年国調査と比べると、杉並区調査では、「今のままの労働時

間が良い」が高くなっている（図表２－15）（図表２－16）。 

こうしたことから、正社員以外の従事者は、身近な職場で、現在の就業形態及び勤務時間で働いてい

たいと考える傾向にある。 
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勤務時間が短いから 23.6%

専門的な資格・技能が活かせるから 26.9%

家事、育児、介護等と両立しやすいから 28.8%

自分の都合の良い時間に働けるから 34.1%

通勤時間が短いから 41.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

【図表２－13 正社員以外の従事者が現在の就業形態を選んだ理由】

（各就業形態の労働者のうち、回答のあった労働者＝100%）（ｎ＝２１１人） 

 

杉

並

区

調

査 

通勤時間が短いから 23.1%

専門的な資格・技能を活かせるから 23.5%

家計の補助、学費等を得たいから 27.5%

家事、育児、介護等と両立しやすいから 29.2%

自分の都合の良い時間に働けるから 36.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

元

年

国

調

査 

※「家計の補助、学費を得たいから」は１６．１％ 
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64.9%

74.4%

26.7%

8.2%

7.8%

1.9%

0.5%

15.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元年国調査

杉並区調査

【図表２－14 正社員以外の従事者の働き方の希望】

現在の就業形態を続けたい 正社員に変わりたい

正社員以外の就業形態に変わりたい 不明

2.7%

1.3%

66.6%

72.5%

23.1%

26.3%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元年国調査

杉並区調査

【図表２－15 実労働時間数に関する意識（正社員）】

増やしたい 今のままでよい 減らしたい 不明

9.3%

8.1%

70.1%

77.3%

12.6%

9%

7.9%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元年国調査

杉並区調査

【図表２－16 実労働時間数に関する意識（正社員以外）

増やしたい 今のままでよい 減らしたい 不明
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３－４ 働きやすさ 

調査結果から、従事者の職場での働きやすさに関して、次の事項が確認できた。 

正社員及び正社員以外ともに、希望する日に休みがとりやすいが８割を超えており、正社員以外は、正

社員より約５ポイント低くなっている（図表２－17）。 

正社員及び正社員以外の社員ともに、社内で相談がしやすいが７割を超えており、就業形態の違いに

よる大きな差はなかった（図表２－18）。 

正社員及び正社員以外の社員ともに、働きやすいが約８割だった（図表２－19）。人間関係が良好で、

休みの取得等に配慮があると働きやすいと感じる傾向にある（記述回答２－１）。 

働きやすいと感じている人は、職場の悩みなどを会社で相談しやすいと感じていることが分かった（図

表２－2０）。 

 こうしたことから、希望する日に休みが取得しやすく、社内で相談がしやすい環境と感じる傾向にあり、

働きやすいと感じている従事者が多いことが分かった。 

81％（171人）

86.3％（69人）

82.5％（240人）

10.4％（28人）

11.3％（9人）

10.7％（31人）

8.5％（18人）

2.5％（2人）

6.9％（20人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=217人）

正社員

（n=80人）

従事者全体

（n=291人）

【図表２－17  希望する日の休みの取得のしやすさ】

取得しやすい どちらともいえない 取得しにくい

79.9％（147人）

78.5％（62人）

72.3％（214人）

16.3％（48人）

13.9％（13人）

20.9％（62人）

3.8％（15人）

7.6％（5人）

6.8％（20人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=210人）

正社員

（n=80人）

従事者全体

（n=296人）

【図表２－18 職場での悩みなどの会社内での相談のしやすさ】

相談しやすい どちらともいえない 相談しにくい

※「どちらかといえば取得しやすい」は「取得しやすい」に含めて表記 
※「どちらかといえば取得しにくい」は「取得いにくい」に含めて表記 

※「どちらかといえば相談しやすい」は「相談しやすい」に含めて表記 
※「どちらかといえば相談しにくい」は「相談いにくい」に含めて表記 
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79.9％（167人）

78.5％（62人）

79.3％（233人）

16.3％（34人）

13.9％（11人）

16％（47人）

3.8％（8人）

7.6％（6人）

4.8％（14人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=209人）

正社員

（n=79人）

従事者全体

（n=294人）

【図表２－19 働きやすさの総合的な評価】

働きやすい どちらともいえない 働きにくい

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

働
き
や
す
い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

働

き

や

す

い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

働

き

に

く

い

働
き
に
く
い

① 相談しやすい 93人 15人 1人 1人 0人 ①

② どちらかというと相談しやすい 31人 58人 9人 3人 1人 ②

③ どちらともいえない 3人 30人 28人 0人 0人 ③

④ どちらかというと相談しにくい 0人 2人 3人 1人 1人 ④

⑤ 相談しにくい 0人 0人 5人 3人 4人 ⑤

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

相
談
環
境

働きやすさ

※「働きやすさの総合的な評価」に回答した人が、

「職場での悩みなどの会社内での相談のしやすさ」

の設問にどのように回答しているのかの比較 

※「どちらかといえば働きやすい」は「働きやすい」に含めて表記 
※「どちらかといえば働きにくい」は「働きにくい」に含めて表記 

【記述回答２－１ 働きやすさに関する主な意見】 

従事者調査では、働きやすさに関する意見が寄せられた。 

○「働きやすい」と感じる理由

人間関係が良好、コミュニケーションが取れる（７５件） ／ 休みを取りやすい（２２件）

シフトが決まっているなど自分の時間が持てる（７件） ／ 残業がない（５件）

自宅から近い（３件） ／ マニュアルや指導内容が的確である（３件）

勤務時間や勤務日数に配慮がある（３件） など

○「どちらともいえない」の理由

人間関係に課題がある（５件） ／ 人手が足りない、忙しい（２件） 賃金が安い（２件） など

○「働きにくい」と感じる理由

・人間関係に課題がある（８件） など 

※「どちらかといえば働きやすい」は「働きやすい」に含めて表記 
※「どちらかといえば働きにくい」は「働きにくい」に含めて表記 
※従事者調査の意見記入欄からの抜粋 

【図表２－2０ 働く環境と相談環境の関係性】 
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３－５ 働きがい 

調査結果から、従事者の職場での働きがいに関して、次の事項が確認できた。 

70.3％の従事者が課題や改善点を現場責任者に伝える機会等があると回答し、就業形態の違いによ

る大きな差はなかった（図表２－2１）。 

65.4％の従事者が、改善等の提案が活かされていると回答している（図表２－2２）。また、自由記載欄

には、作業の効率化やシフト体制の見直しなどで活かされているという記載が多かった（記述回答２－

２）。 

自律的に働ける職場と感じている従事者は、正社員で７７.8％、正社員以外の従事者で６７.1％と正社

員が約１１ポイント高い結果だった（図表２－2３）。自律的に働ける職場と思わないと回答した理由では、

パートやアルバイトだから、マニュアルに沿った業務だからとの意見が上がった（記述回答２－３）。 

仕事のやりがいを持つ従事者は正社員７６.3％、正社員以外の従事者は７３.9％であり、７割以上の従

事者が仕事にやりがいをもっていることが分かった（図表２－2４）。また、利用者に感謝されることや、好

きな仕事であることなどがやりがいにつながる傾向にあった（記述回答２－４）。 

 設問ごとに回答した割合をみると、全体的に職場への評価は高いが、「課題や改善点を責任者に伝える

機会や環境」「提案した課題や改善点が運営に活かされてことがある」の割合は、他の設問と比較して低

かった。また、全ての設問において、正社員以外は正社員より低い割合であった（図表２－2５）。 

仕事にやりがいを感じている人は、自律的に働ける職場と感じていることが分かった（図表２－２６）。ま

た、仕事にやりがいを感じている人は、働きがいのある職場と感じていることが分かった（図表２－２７）。 

 こうしたことから、課題や改善点を提案する機会があり、仕事のやりがいを持っている従事者が多いこ

とが確認できた。しかしながら、そのように感じる従事者の割合は、正社員以外の従事者は、正社員と

比べて低い傾向にあった。 

69.3％（140人）

71.8％（56人）

70.3％（201人）

30.7％（62人）

28.2％（22人）

29.7％（85人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=202人）

正社員

（n=78人）

従事者全体

（n=286人）

【図表２－2１ 課題や改善点を現場監督者に伝える機会や環境であるか】

ある ない
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64.3％（128人）

66.7％（52人）

65.4％（185人）

35.7％（71人）

33.3％（26人）

34.6％（98人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=199人）

正社員

（n=78人）

従事者全体

（n=283人）

【図表２－2２ 自分または他の従事者が提案した課題や改善点が現場で

活かされたことがあるか】

活かされたことがある 活かされたことがない

67.1％（139人）

77.8％（63人）

70.4％（207人）

25.1％（52人）

16％（13人）

22.4％（66人）

7.7％（16人）

6.2％（5人）

7.1％（21人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=207人）

正社員

（n=81人）

従事者全体

（n=294人）

【図表２－2３ 自律的に働ける職場であるか】

そう思う どちらともいえない そう思わない

※「どちらかといえばそう思う」は「そう思う」に含めて集計 
※「どちらかといえばそう思わない」は「そう思わない」に含めて集計 

【記述回答２－２ 現場運営に生かされた事例】 

作業の効率化や見直し（１１件） ／ シフト体制の見直し（１１件） ／ レイアウト変更（８件） 

マニュアルの作成（６件） ／ 設備の整備（４件） など 

※従事者調査の意見記入欄からの抜粋 
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73.9％（153人）

76.3％（61人）

74.4％（218人）

22.2％（46人）

18.8％（15人）

21.5％（63人）

3.9％（8人）

5％（4人）

4.1％（12人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員以外

（n=207人）

正社員

（n=80人）

従事者全体

（n=293人）

【図表２－2４ 仕事のやりがい】

やりがいを感じる どちらともいえない やりがいを感じない

【記述回答２－３ 自律的に働ける職場と思わない理由】 

パートやアルバイトだから（４件） ／ 新しいやり方を上司が受け入れない（２件） 

勤務時間が短いから ／ マニュアルに沿った業務だから 

複数人で業務を担うので自分だけでやり方を変えられない など 

※従事者調査の意見記入欄からの抜粋 

【記述回答２－４  仕事のやりがいに関する主な意見】 

○「やりがいがある」の理由

利用者に感謝されるから(１８件) ／ 好きな仕事だから(１３件)  ／ 楽しいから(８件)

地域貢献や社会貢献につながるから(３件) ／ 業務を任されるから(３件) など

○「どちらともいえない」の理由

給与が低い(３件) ／ やりがいを求めていない(３件)

物足りない、達成感がない(２件) ／ 自分のやりたい仕事ではない(２件) など

○「やりがいを感じない」の理由

  給与が低い（３件） ／ やりたい仕事を任せられていない（２件） など 

※「どちらかといえばやりがいがある」は「やりがいがある」に含めて表記 
※「どちらかといえばやりがいがない」は「やりがいがない」に含めて表記 
※従事者調査の意見記入欄からの抜粋 
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【図表２－２６ 仕事のやりがいと自律的に働ける職場との関係性】 

64.3%

69.3%

67.1%

81%

70%

66.7%

71.8%

77.8%

86.3%

78%

65.4%

70.3%

70.4%

82.5%

72.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提案した課題や改善点が

運営に活かされたことがある

課題や改善点を責任者に伝える

機会や環境がある

自律的に働ける職場と思う

希望日に休みを取得しやすい

職場の悩みを会社で

相談しやすい

【図表２－2５ 従事者の職場への意識の比較】

従事者全体 正社員 正社員以外

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

感
じ
る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

感

じ

る

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

感

じ

な

い

感
じ
な
い

① 働けると思う 49人 16人 14人 1人 0人 ①

② どちらかというと働けると思う 23人 75人 24人 1人 0人 ②

③ どちらともいえない 8人 33人 19人 4人 2人 ③

④ どちらかというと働けないと思う 0人 7人 5人 1人 0人 ④

⑤ 働けないと思う 1人 3人 1人 0人 3人 ⑤

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

仕事のやりがいを感じるか

自
律
的
に
働
け
る
職
場
か

※「仕事のやりがい」に回答した人が、

「自律的に働ける職場であるか」の設問に

どのように回答しているのかの比較 
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【図表２－２７ 仕事のやりがいと働きやすさの関係性】 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

感
じ
る

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

感

じ

る

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

ど

ち

ら

か

と

い

う

と

感

じ

な

い

感
じ
な
い

① 働きやすい 62人 49人 15人 0人 0人 ①

② どちらかというと働きやすい 14人 64人 21人 2人 1人 ②

③ どちらともいえない 3人 17人 23人 2人 2人 ③

④ どちらかというと働きにくい 2人 2人 3人 1人 0人 ④

⑤ 働きにくい 0人 1人 1人 1人 3人 ⑤

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

やりがいを感じるか

働
き
や
す
さ

※「仕事のやりがい」に回答した人が、

「働きやすさの総合的な評価」の設問に

どのように回答しているのかの比較 
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３－６ ハラスメントについて 

 ハラスメントに関する状況について、厚生労働省調査（「令和２（2022）年度 職場のハラスメントに関す

る実態調査」以下「国実態調査」という。）との比較で、杉並区の状況を確認した。 

 国実態調査の調査対象業種及び調査方法は、区が実施した従事者調査とはかなり異なるものであり、

単純比較はできないが、傾向の違い等を明らかにできるといえる。 

※国実態調査の調査対象：全国の企業・団体に勤務する２０～６４歳の労働者（経営者、役員、公務員を除く） 

調査方法：インターネット調査（調査会社の調査協力者パネル1を使用） 

調査期間：令和２（2020）年１０月６日～１０月７日 

サンプル数：8,000 名 

 パワーハラスメントを受けた割合は国実態調査では３１.4％に対し、区調査では１１.7％と３分の１程度で

はあるが、約１割の従事者が、パワーハラスメントを経験していたことが分かった（図表２－２８）。また、パ

ワーハラスメントを受けた後に職場の上司に相談した割合は国実態調査では 18.1％に対し、区調査では

４７．１％、同僚に相談した割合は、国実態調査では２２％に対し、区調査はで５０％と、それぞれ国実態調

査より高い割合であった（図表２－２９）。 

セクシャルハラスメントを受けた割合は国実態調査で１０.2％に対し、区調査では１.6％と非常に低くな

っている（図表２－3０）。 

顧客等から著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）を受けた経験がある従事者の割合は、国実態調

査の１５％に対し、区調査では 29.1％と２倍近くの割合となっている（図表２－３１）。また、顧客等から著し

い迷惑行為を受けた後に、職場の上司に相談した割合は、国実態調査では48.4％に対し、区調査では

７９．８％、同僚に相談した割合は、国実態調査では３４％に対し、区調査では 57.1％と、それぞれ君実態

調査より高い割合であった（図表２－3２）。 

 こうしたことから、国実態調査と比較し割合は少ないものの、パワーハラスメント及びセクシャルハラスメ

ントを受けた従事者が、一定程度存在していることが確認された。顧客等から著しい迷惑行為を受けた従

事者については、国実態調査と比較しても高い割合であることが確認された。 

1 パネル調査とは、調査対象者を固定化（パネル化）し、任意の期間において、同じ質問の調査を繰り返すアンケー

ト調査のこと 

6.3%

0.7%

16.1%

6.2%

9%

4.8%

68.7%

88.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国実態調査

（n=8000人）

杉並区調査

(n=291人）

【図表２－２８ 過去3年間にパワーハラスメント行為を受けた経験割合】

何度も繰り返し経験した 時々経験した 一度だけ経験した 経験しなかった
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   ※杉並区調査ではセクシャルハラスメント行為を受けた後の行動について、回答者がいなかった 
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国実態調査

（n=８０００人）

杉並区調査

（n=２９５人）

【図表２－3０ 過去3年間にセクシャルハラスメント行為を受けた経験割合】

何度も繰り返し経験した 時々経験した 一度だけ経験した 経験しなかった
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5.7%

17.9%
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18.1%

14.7%
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44.1%
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47.1%

0% 20% 40% 60%

何もしなかった

しばらく休んだ

家族や社外の友人に相談した

社内の同僚に相談した

社内の上司に相談した

【図表２－２９ パワーハラスメント行為を受けた後の行動】

杉並区調査

（n=34人)

国実態調査

（n=2508人)

※杉並区調査は、パワーハラスメントを受けた経験がある従事者が対象 
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杉並区調査

（n=289人）

【図表２－3１ 過去3年間に顧客等から著しい迷惑行為を受けた経験割合】

何度も繰り返し経験した 時々経験した 一度だけ経験した 経験しなかった
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社内の上司に相談した

【図表２－3２ 顧客等から著しい迷惑行為を受けた後の行動】

杉並区調査

（n=84人)

国実態調査

（n=1200人)

※杉並区調査は、顧客等から著しい迷惑行為を受けた経験がある従事者が対象 
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４ 分析結果 

（１） 従事者の女性割合は74％、正社員以外の女性の割合は54％であった。また、杉並区に居住する

従事者は正社員が41％、正社員以外が59％であった。 

年齢構成を確認すると、50 歳代以上の従事者は、正社員以外では６０．３％であり、正社員の

22.2％を大きく上回った。また、従事者全体の 35.７％が正社員以外の 50 歳代以上の女性である

ことが確認できた。 

こうしたことから、正社員以外の従事者は、比較的高年齢の女性の割合が高いことが推測される。 

（２） 就業形態では、パートの人数が従事者全体の 36.6％と最も多く、パートの９１．６％が女性である

ことが確認できた。また、パートは 3 年以上勤務の割合が５０．５％、10 年以上勤務が２１．５％と他の

就業形態と比べ、勤務年数が高いことが確認できた。 

正社員以外の従事者の現在の就業形態を選択している理由として、「通勤時間が短い」４１．３％

が最も高く、ついで、「自分の都合のよい時間に働ける」３４．１％であった。また、正社員以外の従事

者の働き方の希望については、「現在の就業形態で続けたい」は、元年国調査と比べ約 10 ポイント

高く７４．４％であり、「正社員に変わりたい」は８．２％で元年国調査と比べ約 19 ポイント低かったも

のの、一定数いることが分かった。 

こうしたことから、杉並区の指定管理施設の正社員以外の従事者は、現在の就業形態で、自分の

都合の良い時間帯での勤務を望む傾向にあることが推測される。 

（３） 82.5％の従事者が「希望する日に休みがとりやすい」と感じ、72.3％の従事者が「職場での悩み

などを会社内で相談しやすい」と感じていることが確認できた。また、働きやすさの総合評価として

働きやすいと感じる従事者は７９．３％であった。 

こうしたことから、指定管理施設は働きやすい職場であることが推測される。 

（４） 働きやすいと感じている従事者は、職場の悩みなどを会社で相談しやすいと感じている傾向があ

ることが分かった。 

（５） 従事者のうち７０．３％は「課題や改善点を現場監督者に伝える機会や環境がある」と感じており、

６５．４％が「自分または他の従事者が提案した課題や改善点が現場で活かされている」と感じてい

ることが確認できた。 

（６） 70.4％の従事者が自律的に働けると感じ、74.4％の従事者が仕事にやりがいを感じていること

が確認できた。また、自律的に働くことができ、あるいは、働きやすいと感じられる職場であると、従

事者が仕事のやりがいを高く持てることが分かった。 

（７） パワーハラスメントを受けたことがある割合は１１．７％と国実態調査の 31.4％と比べて低い割合

であり、セクシャルハラスメントを受けたことがある割合についても、１．６％と国実態調査の６．４％

と比べて低いことが確認できた。しかし、こうした行為を無くすために、令和５（２０２３）年２月２０日

付けで所管課を通じて指定管理者に調査結果をお知らせし、ハラスメントゼロに向けた更なる取組

を促したところである。 

（８） 顧客等から著しい迷惑行為（いわゆる「カスタマーハラスメント」）を受けた経験がある従事者の

割合は、２９．１％と国実態調査の１５％と比べても高い割合であることが分かった。一方で、迷惑行

為を受けた後に、上司相談した割合は７９．８％、同僚に相談した割合は５７．１％と高いことも確認

できた。 
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